
年 月 日

申請者氏名

設計者氏名

第二号様式（第一条の三、第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

確 認 申 請 書(建築物)

（第一面）

　建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認を申請します。この申請書及び添付図
書に記載の事項は、事実に相違ありません。
　申請にあたっては、株式会社総研確認検査業務約款を遵守します。

　株式会社　総　　研

 係員氏名

※受付欄 ※消防関係同意欄

※手数料欄

第SKA                  　号

令 和   　年　　　月　　　日令 和   　年　　　月　　　日

第SKA                  　号

※確認番号欄※決裁欄

 係員氏名

　代表取締役　小岩　圭一　様

令和

 



【1．建築主】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【2．代理者】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

【3．設計者】

（代表となる設計者）

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

（その他の設計者）

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

)建築士      (

)建築士      (

)建築士      (

）登録第

 

 

)建築士事務所(

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第)建築士      (

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第)建築士      (

)建築士事務所( )知事登録第

)知事登録第

（第二面）

　建築主等の概要

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第

）登録第



　(構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者)

上記の設計者のうち、

□ 建築士法第20条の２第１項の表示をした者

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　構造設計一級建築士交付 第 号

□ 建築士法第20条の２第３項の表示をした者

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　構造設計一級建築士交付 第 号

□ 建築士法第20条の３第１項の表示をした者

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

□ 建築士法第20条の３第３項の表示をした者

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

【4．建築設備の設計に関し意見を聴いた者】

（代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

（その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】



【5．工事監理者】

（代表となる工事監理者）

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合する設計図書】

（その他の工事監理者）

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合する設計図書】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合する設計図書】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合する設計図書】

【6．工事施工者】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．営業所名】建設業の許可 ( ) 第 号

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

【7．構造計算適合性判定の申請】

□ 申請済 （ ）

□ 未申請 （ ）

□ 申請不要

【8.建築物エネルギー消費性能確保計画の提出】

□ 提出済 （ ）

□ 未提出 （ ）

□ 提出不要 （ ）

【9.備考】

）登録第)建築士      (

）登録第

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第)建築士      (

)建築士事務所( )知事登録第

)建築士      (

)建築士事務所( )知事登録第

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第)建築士      (



【1．建築主2】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【1．建築主3】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【1．建築主4】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【1．建築主5】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【1．建築主6】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【1．建築主7】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

別紙

　建築主等の概要



　建築物及びその敷地に関する事項

【1．地名地番】

【2．住居表示】

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】

□ 都市計画区域内 ( □ 市街化区域 □ 市街化調整区域 □ 区域区分非設定 )

□ □ 都市計画区域及び準都市計画区域外　

【4．防火地域】 □ 防火地域 □ 準防火地域 □ 指定なし ( □ 法第22条区域）

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】

【6．道路】

　【ｲ．幅員】 ｍ

  【ﾛ．敷地と接している部分の長さ】 ｍ

【7．敷地面積】

  【ｲ．敷地面積】 （1） （ )( )( ）㎡

（2） （ )( )( ）㎡

　【ﾛ．用途地域等】　  （ )( )( ）

　【ﾊ．建築基準法第５２条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】 　　　 　　

（ )( )( ）％

　【ﾆ．建築基準法第５３条第１項の規定による建築物の建蔽率】 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　                                   　　　　                 

（ )( )( ）％

　【ﾎ．敷地面積の合計】 （1） ㎡

（2） ㎡

　【ﾍ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 ％

　【ﾄ．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 ％

  【ﾁ．備考】

【8．主要用途】　 （区分 ）

【9．工事種別】

□ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転 □ 用途変更 □ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替

【10．建築面積】　　　　 （ 申請部分 )( 申請以外の部分 )( 合計   ）

　【ｲ．建築物全体】　　　 （ )( )( ㎡）

　【ﾛ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】　　　 

（ )( )( ㎡）

  【ﾊ．建蔽率】 ％

【11．延べ面積】　　 　　 　（ 申請部分 )( 申請以外の部分 )( 合計   ）

　【ｲ．建築物全体】　　　　 （ )( )( ㎡）

　【ﾛ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】　 

（ )( )( ㎡）

　【ﾊ．エレベーターの昇降路の部分】

　　　　 　　　　　 　　　　（（ )( )( ㎡）

　【ﾆ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】

　　　　 　　　　　 　　　　（（ )( )( ㎡）

  【ﾎ．認定機械室等の部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾍ．自動車車庫等の部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾄ．備蓄倉庫の部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾁ．蓄電池の設置部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾘ．自家発電設備の設置部分】（ )( )( ㎡）

  【ﾇ．貯水槽の設置部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾙ．宅配ボックスの設置部分】 )( )( ㎡）

　【ｦ．その他の不算入部分】　　　 　（ )( )( ㎡）

　【ﾜ．住宅の部分】　　　 　（ )( )( ㎡）

　【ｶ．老人ホーム等の部分】（ )( )( ㎡）

　【ﾖ．延べ面積】 ㎡

  【ﾀ．容積率】 ％

(第三面）

準都市計画区域内



【12．建築物の数】

　【ｲ．申請に係る建築物の数】

  【ﾛ．同一敷地内の他の建築物の数】

【13．建築物の高さ等】 （ 申請に係る建築物 )( 他の建築物 ）

　【ｲ．最高の高さ】　　 （ ｍ )( ｍ ）

　【ﾛ．階数】 地上 （ )( ）

地下 （ )( ）

  【ﾊ．構造】 造　一部 造

　【ﾆ．建築基準法第５６条第７項の規定による特例の適用の有無】 □ 有 □ 無

　【ﾎ．適用があるときは、特例の区分】

□ 道路高さ制限不適用 □ 隣地高さ制限不適用 □ 北側高さ制限不適用

【15．工事着手予定年月日】　令和 年 月 日

【16．工事完了予定年月日】　令和 年 月 日

【17．特定工程工事終了予定年月日】　　　　　　　　（特定工程）( ）

（第 回）　 令和 年 月 日 ( ）

（第 回）　 令和 年 月 日 ( ）

（第 回）　 令和 年 月 日 ( ）

【18．その他必要な事項】

【19．備考】

特定工程

【14．許可・認定等】



【1.番号】

【2.用途】　（区分  ）

             （区分  ）

（区分  ）

（区分  ）

（区分  ）

【3.工事種別】

□ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転 □ 用途変更 □ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替

【4.構造】　 造　一部 造

【5.主要構造部】 □ 耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合）

□ 耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合）

□ 建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造

□ 準耐火構造

□ 準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ-1）

□ 準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ-2）

□ その他

【6.建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】

□ 建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造

□ 建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物

□ 建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造

□ 建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造

□ その他

□ 建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない

【7.建築基準法第61条の規定の適用】

□ 耐火建築物 □ 延焼防止建築物 □ 準耐火建築物

□ 準延焼防止建築物 □ その他 □ 建築基準法第61条の規定の適用を受けない

【8.階数】

【イ.地階を除く階数】 階

【ロ.地階の階数】 階

【ハ.昇降機塔等の階の数】 階

【ニ.地階の倉庫等の階の数】 階

【9.高さ】

【イ.最高の高さ】 ｍ

【ロ.最高の軒の高さ】 ｍ

【11.確認の特例】

【イ.建築基準法第6条の3第1項ただし書又は法第18条第4項ただし書の規定による審査の特例の適用の有無】 

□ 有 □ 無

【ロ.建築基準法第6条の4第1項の規定による確認の特例の適用の有無】 □ 有 □ 無

【ハ.建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】

第 号

【ニ.認定型式の認定番号】

第 号

【ホ.適合する一連の規定の区分】

□ 建築基準法施行令第136条の2の11第1号イ

□

【ヘ．認証型式部材等認証番号】

建築基準法施行令第136条の2の11第1号ロ

【10.建築設備の種類】

（第四面）

建築物別概要



【12.床面積】   ( 申請部分 )( 申請以外の部分 )( 合計   ）

  【イ.階別】 （ 階 )( )( )( ㎡）

（ 階 )( )( )( ㎡）

（ 階 )( )( )( ㎡）

（ 階 )( )( )( ㎡）

（ 階 )( )( )( ㎡）

（ 階 )( )( )( ㎡）

  【ロ.合計】 ( )( )( ㎡）

【13.屋根】

【14.外壁】

【15.軒裏】

【16.居室の床の高さ】 ｍｍ

【17.便所の種類】

【19.備考】

【18.その他必要な事項】



【1．番号】

【2．階】 階

【3．柱の小径】 ｍｍ

【4．横架材間の垂直距離】 ｍｍ

【5．階の高さ】 ｍｍ

【6．天井】

    【ｲ.居室の天井の高さ】 ｍｍ

    【ﾛ.建築基準法施行令第39条第3項に規定する特定天井】 □ 有 □ 無

【7．用途別床面積】

 （ )( )(

　【ｲ.】  （ )( )(

　【ﾛ.】  （ )( )(

　【ﾊ.】  （ )( )(

　【ﾆ.】  （ )( )(

　【ﾎ.】  （ )( )(

　【ﾍ.】  （ )( )(

【8．その他必要な事項】

【9．備考】

【1．番号】

【2．階】 階

【3．柱の小径】 ｍｍ

【4．横架材間の垂直距離】 ｍｍ

【5．階の高さ】 ｍｍ

【6．天井】

    【ｲ.居室の天井の高さ】 ｍｍ

    【ﾛ.建築基準法施行令第39条第3項に規定する特定天井】 □ 有 □ 無

【7．用途別床面積】

 （ )( )(

　【ｲ.】  （ )( )(

　【ﾛ.】  （ )( )(

　【ﾊ.】   （ )( )(

　【ﾆ.】   （ )( )(

　【ﾎ.】  （ )( )(

　【ﾍ.】  （ )( )(

【8．その他必要な事項】

【9．備考】

㎡）

㎡）

㎡）

㎡）

㎡）

用途の区分 具体的な用途の名称

㎡）

床面積 )

㎡）

㎡）

　建築物の階別概要

（第五面）

㎡）

㎡）

㎡）

㎡）

（第五面）

　建築物の階別概要

用途の区分 具体的な用途の名称 床面積 )



【1．番号】

【2．延べ面積】 ㎡

【3．建築物の高さ等】

【イ.最高の高さ】 ｍｍ

【ロ.最高の軒の高さ】 ｍｍ

【ハ.階数】 ）階 ）階

【ニ.構造】 造　一部 造

【4．特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準の別】

□ 特定構造計算基準

□ 特定増改築構造計算基準

【5．構造計算の区分】

□ 建築基準法施行令第81条第1項各号に掲げる基準に従った構造計算

□ 建築基準法施行令第81条第2項第1号イに掲げる構造計算

□ 建築基準法施行令第81条第2項第1号ロに掲げる構造計算

□ 建築基準法施行令第81条第2項第2号イに掲げる構造計算

□ 建築基準法施行令第81条第3項に掲げる構造計算

【6．構造計算に用いたプログラム】

【イ.名称】

【ロ.区分】

□ 建築基準法第20条第1項第2号イ又は第3号イの認定を受けたプログラム

（大臣認定番号 ）

□ その他のプログラム

【7．建築基準法施行令第137条の2各号に定める基準の区分】

（ ）

【8．備考】

　建築物独立部分別概要

地上（ 地下（

（第六面）



第三号様式（第一条の三、第三条、第三条の三、第三条の四、第三条の七、第三条の十、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

年 月 日

【1．建築主】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】 【ﾆ．住所】

【2．代理者】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

【3．設計者】　　　　　　　　　　　　　　

（代表となる設計者）

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

（その他の設計者）

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成又は確認した設計図書】

)建築士      (

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第

)建築士事務所( )知事登録第

）登録第

)建築士事務所( )知事登録第

)建築士      (

)建築士事務所( )知事登録第

 

）登録第)建築士      (

）登録第

)建築士事務所(

)建築士      (

)建築士      (

 

）登録第

)知事登録第

※確認済証番号株式会社　総　研

※
受
付
欄

建 築 計 画 概 要 書（第一面）
　建築主等の概要

第SKA　          　 　号

令和



　(構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者)
上記の設計者のうち、
□ 建築士法第20条の２第１項の表示をした者
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　構造設計一級建築士交付 第 号
□ 建築士法第20条の２第３項の表示をした者
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　構造設計一級建築士交付 第 号
□ 建築士法第20条の３第１項の表示をした者
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号
□ 建築士法第20条の３第３項の表示をした者
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．資格】　設備設計一級建築士交付 第 号

【4．建築設備の設計に関し意見を聴いた者】
（代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者）
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．勤務先】
　【ﾊ．郵便番号】
　【ﾆ．所在地】
　【ﾎ．電話番号】
　【ﾍ．登録番号】
　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】
（その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者）
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．勤務先】
　【ﾊ．郵便番号】
　【ﾆ．所在地】
　【ﾎ．電話番号】
　【ﾍ．登録番号】
　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．勤務先】
　【ﾊ．郵便番号】
　【ﾆ．所在地】
　【ﾎ．電話番号】
　【ﾍ．登録番号】
　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．勤務先】
　【ﾊ．郵便番号】
　【ﾆ．所在地】
　【ﾎ．電話番号】
　【ﾍ．登録番号】
　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】



【5．工事監理者】
（代表となる工事監理者）
　【ｲ．資格】 ( 号
　【ﾛ．氏名】
　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】
　【ﾍ．電話番号】
　【ﾄ．工事と照合する設計図書】
（その他の工事監理者）
　【ｲ．資格】 ( 号
　【ﾛ．氏名】
　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】
　【ﾍ．電話番号】
　【ﾄ．工事と照合する設計図書】
　【ｲ．資格】 ( 号
　【ﾛ．氏名】
　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】
　【ﾍ．電話番号】
　【ﾄ．工事と照合する設計図書】
　【ｲ．資格】 ( 号
　【ﾛ．氏名】
　【ﾊ．建築士事務所名】 ( 号

　【ﾆ．郵便番号】 【ﾎ．所在地】
　【ﾍ．電話番号】
　【ﾄ．工事と照合する設計図書】

【6．工事施工者】
　【ｲ．氏名】
　【ﾛ．営業所名】 建設業の許可 （ ） 第 号

　【ﾊ．郵便番号】 【ﾆ．所在地】
　【ﾎ．電話番号】

【7．備考】

)建築士事務所( )知事登録第

)建築士      ( ）登録第

)建築士      ( ）登録第

)建築士事務所( )知事登録第

)建築士事務所( )知事登録第

)建築士      ( ）登録第

)建築士      ( ）登録第

)建築士事務所( )知事登録第



【1．建築主2】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

【1．建築主3】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

【1．建築主4】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

【1．建築主5】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

【1．建築主6】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

【1．建築主7】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

別紙

　建築主等の概要



　建築物及びその敷地に関する事項

【1．地名地番】

【2．住居表示】

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】

□ 都市計画区域内 ( □ 市街化区域 □ 市街化調整区域 □ 区域区分非設定 ）

□ □ 都市計画区域及び準都市計画区域外　

【4．防火地域】 □ 防火地域 □ 準防火地域 □ 指定なし ( □ 法第22条区域）

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】

【6．道路】

　【ｲ．幅員】 ｍ

  【ﾛ．敷地と接している部分の長さ】 ｍ

【7．敷地面積】

  【ｲ．敷地面積】 （1） （ )( )( ）㎡

（2） （ )( )( ）㎡

　【ﾛ．用途地域等】　  （ )( )( ）　

　【ﾊ．建築基準法第５２条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】 　　　 　　

（ )( )( ）％

　【ﾆ．建築基準法第５３条第１項の規定による建築物の建蔽率】 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　                                   　　　　                 

（ )( )( ）％

　【ﾎ．敷地面積の合計】 （1） ㎡

（2） ㎡

　【ﾍ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 ％

　【ﾄ．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 ％

  【ﾁ．備考】

【8．主要用途】　（区分 ）

【9．工事種別】

□ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転 □ 用途変更 □ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替

【10．建築面積】　　　　 （ 申請部分 )( 申請以外の部分 )( 合計   ）

　【ｲ．建築物全体】　　　 （ )( )( ㎡）

　【ﾛ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】　　　 

（ )( )( ㎡）

  【ﾊ．建蔽率】 ％

【11．延べ面積】　　 　　 　（ 申請部分 )( 申請以外の部分 )( 合計   ）

　【ｲ．建築物全体】　　　　 （ )( )( ㎡）

　【ﾛ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】　 

（ )( )( ㎡）

　【ﾊ．エレベーターの昇降路の部分】

　　　　 　　　　　 　　　　（（ )( )( ㎡）

　【ﾆ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】

　　　　 　　　　　 　　　　（（ )( )( ㎡）

  【ﾎ．認定機械室等の部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾍ．自動車車庫等の部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾄ．備蓄倉庫の部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾁ．蓄電池の設置部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾘ．自家発電設備の設置部分】（ )( )( ㎡）

  【ﾇ．貯水槽の設置部分】 （ )( )( ㎡）

  【ﾙ．宅配ボックスの設置部分】 )( )( ㎡）

　【ｦ．その他の不算入部分】　　　 　（ )( )( ㎡）

　【ﾜ．住宅の部分】　　　 　（ )( )( ㎡）

　【ｶ．老人ホーム等の部分】（ )( )( ㎡）

　【ﾖ．延べ面積】 ㎡

  【ﾀ．容積率】 ％

建築計画概要書(第二面）

準都市計画区域内



【12．建築物の数】

　【ｲ．申請に係る建築物の数】

  【ﾛ．同一敷地内の他の建築物の数】

【13．建築物の高さ等】 （ 申請に係る建築物 )( 他の建築物 ）

　【ｲ．最高の高さ】　　 （ ｍ )( ｍ ）

　【ﾛ．階数】 地上 （ )( ）

地下 （ )( ）

  【ﾊ．構造】 造　一部 造

　【ﾆ．建築基準法第５６条第７項の規定による特例の適用の有無】 □ 有 □ 無

　【ﾎ．適用があるときは、特例の区分】

□ 道路高さ制限不適用 □ 隣地高さ制限不適用 □ 北側高さ制限不適用

【15．工事着手予定年月日】　 年 月 日

【16．工事完了予定年月日】　 年 月 日

【17．特定工程工事終了予定年月日】　　　　　　　　（特定工程）( ）
（第 回）　 年 月 日 ( ）
（第 回）　 年 月 日 ( ）
（第 回）　 年 月 日 ( ）

【18．建築基準法第１２条第１項の規定による調査の要否】
□ 要 □ 否

【19．建築基準法第１２条第３項の規定による検査を要する防火設備の有無】
□ 有 □ 無

【20．その他必要な事項】

 

令和

特定工程
令和
令和

令和

令和

【14．許可・認定等】



　　工事施工者（設計者又は代理者）

　　工事監理者

第 号

年 月 日

-

- -

- -

 　※受付経由機関記載欄

担当者の氏名

担当者の電話番号

所在地

電話番号

　　除却工事施工者

氏名

営業所名

郵便番号

確認済証交付年月日

確認済証交付者 株式会社　総研　代表取締役　小岩　圭一

　　建築確認

確認済証番号 SKA

所在地

電話番号

氏名

営業所名（建築士事務所名）

郵便番号

担当者の氏名

担当者の電話番号

所在地

電話番号

氏名

営業所名（建築士事務所名） 0

郵便番号

郵便番号

住所 0

電話番号

栃木県 知事　様

　　建築主

氏名 0

0

0

第四十号様式（第八条関係）（Ａ４）

建築基準法第15条第１項の規定による

建築工事届

（第一面）

年 月 日



年 月 日

年 月 日

(1)国 (2)都道府県 (3)市区町村

(4)会社 (5)会社でない団体 (6)個人

(1)1,000万円以下 (2)1,000万円超～3,000万円以下

(3)3,000万円超～1億円以下 (4)1億円超～10億円以下 (5)10億円超

【３．敷地の位置】

(1)市街化区域 (2)市街化調整区域

(3)区域区分非設定都市計画区域 (4)準都市計画区域

(5)都市計画区域及び準都市計画区域外

【４．工事種別】 (1)新築 (2)増築 (3)改築 (4)移転

（注意欄に記載の記号を記入してください）

① ① ①

㎡ ㎡ ㎡

② ② ②

㎡ ㎡ ㎡

③ ③ ③

㎡ ㎡ ㎡

消費税込み 消費税込み 消費税込み

地下 地下 地下

㎡【７．新築工事の場合における敷地面積】

ヌ．新築工事の場合に
　　おける地下の階数 階 階 階

万円

リ．新築工事の場合に
　　おける地上の階数 階 階 階

チ．建築工事費予定額
万円 万円

床面積 床面積 床面積

用途 用途 用途

床面積

床面積 床面積 床面積

ヘ．工事部分の
　　  床面積の合計 ㎡ ㎡ ㎡

ト．用途ごとの工事部
　　分の床面積
（工事部分の用途が１種類
　のみであり、ハの用途と
　同一である場合は、記入
　不要です。）

用途 用途 用途

用途 用途 用途

床面積 床面積

ニ．工事部分の構造
（注意欄に記載の記号を
　記入してください）

ホ．工事の予定期間 月間 月間 月間

ハ．用途
（注意欄に記載の記号を
　記入してください）

ロ．物件名

多用途 多用途 多用途

ロ．都市計画

【５．主要用途】

【６．一の建築物ごとの内容】

イ．番号

ロ．資本の額又は
    出資の総額

イ．地名地番

ロ．工事完了予定期日

【２．建築主】

イ．建築主の種別

（第二面）

【１．着工及び工事完了の予定期日】

イ．着工予定期日



【１．住宅部分の概要】

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

　イ．産業分類 （注意欄に記載の記号を記入してください）

  ロ．除却原因 (1)老朽して危険があるため (2)その他

　ハ．構造 (1)木造 (2)その他

　ニ．建築物の数

　ホ．住宅の戸数

　チ．住宅の利用関係

　ヌ．建築物の評価額

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　 (3)給与住宅

(3)給与住宅

【２．除却建築物の概要】

イ．主要用途

ロ．除却原因

ハ．構造

ニ．建築物の数 棟

ト．建築物の床面積の合計 ㎡

チ．建築物の評価額 万円

ホ．住宅の戸数 戸

ヘ．住宅の利用関係 (1)持家 (2)貸家

(4)分譲住宅

チ．住宅の戸数

リ．工事部分の
　　床面積の合計

ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法 (2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅 (2)併用住宅 (3)その他の住宅

ヘ．住宅の建て方 (1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

イ．番号

ロ．新設又は
　　　その他の別

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

チ．住宅の戸数

リ．工事部分の
　　床面積の合計

ヘ．住宅の建て方 (1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　 (3)給与住宅 (4)分譲住宅

ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法 (2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅 (2)併用住宅 (3)その他の住宅

イ．番号

ロ．新設又は
　　　その他の別

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

チ．住宅の戸数

リ．工事部分の
　　床面積の合計

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　 (3)給与住宅 (4)分譲住宅

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅 (2)併用住宅 (3)その他の住宅

ヘ．住宅の建て方 (1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法 (2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法

（第三面）

イ．番号

ロ．新設又は
　　　その他の別



No.2

【４．工事種別】 (1)新築 (2)増築 (3)改築 (4)移転

（注意欄に記載の記号を記入してください）

① ① ①

㎡ ㎡ ㎡

② ② ②

㎡ ㎡ ㎡

③ ③ ③

㎡ ㎡ ㎡

消費税込み 消費税込み 消費税込み

地下 地下 地下

階

階 階 階

リ．新築工事の場合に
　　おける地上の階数 階 階

ヌ．新築工事の場合に
　　おける地下の階数

チ．建築工事費予定額
万円 万円 万円

床面積 床面積 床面積

用途 用途 用途

床面積 床面積 床面積

用途 用途 用途

ト．用途ごとの工事部
　　分の床面積
（工事部分の用途が１種類
　のみであり、ハの用途と
　同一である場合は、記入
　不要です。）

用途 用途 用途

床面積 床面積 床面積

ヘ．工事部分の
　　  床面積の合計 ㎡ ㎡ ㎡

ホ．工事の予定期間 月間 月間 月間

ニ．工事部分の構造
（注意欄に記載の記号を
　記入してください）

ハ．用途
（注意欄に記載の記号を
　記入してください） 多用途 多用途 多用途

【６．一の建築物ごとの内容】

（第二面）

【５．主要用途】

ロ．物件名

イ．番号



【１．住宅部分の概要】

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡
リ．工事部分の
　　床面積の合計

チ．住宅の戸数

ヘ．住宅の建て方 (1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　 (3)給与住宅 (4)分譲住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅 (2)併用住宅 (3)その他の住宅

ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法 (2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法

ロ．新設又は
　　　その他の別

イ．番号

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

リ．工事部分の
　　床面積の合計

チ．住宅の戸数

ヘ．住宅の建て方 (1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　 (3)給与住宅 (4)分譲住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅 (2)併用住宅 (3)その他の住宅

ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法 (2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法

ロ．新設又は
　　　その他の別

イ．番号

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

リ．工事部分の
　　床面積の合計

チ．住宅の戸数

ヘ．住宅の建て方 (1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　 (3)給与住宅 (4)分譲住宅

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅 (2)併用住宅 (3)その他の住宅

ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法 (2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

（第三面）

ロ．新設又は
　　　その他の別

イ．番号



No.3

【４．工事種別】 (1)新築 (2)増築 (3)改築 (4)移転

（注意欄に記載の記号を記入してください）

① ① ①

㎡ ㎡ ㎡

② ② ②

㎡ ㎡ ㎡

③ ③ ③

㎡ ㎡ ㎡

消費税込み 消費税込み 消費税込み

地下 地下 地下階 階

階

階

リ．新築工事の場合に
　　おける地上の階数

ヌ．新築工事の場合に
　　おける地下の階数

万円 万円 万円

用途

階 階

チ．建築工事費予定額

床面積

用途

床面積 床面積 床面積

用途

床面積床面積

用途

床面積

用途 用途

㎡

ト．用途ごとの工事部
　　分の床面積
（工事部分の用途が１種類
　のみであり、ハの用途と
　同一である場合は、記入
　不要です。）

用途 用途 用途

床面積 床面積

ヘ．工事部分の
　　  床面積の合計

月間 月間 月間ホ．工事の予定期間

㎡ ㎡

ハ．用途
（注意欄に記載の記号を
　記入してください）

ニ．工事部分の構造
（注意欄に記載の記号を
　記入してください）

多用途 多用途 多用途

【６．一の建築物ごとの内容】

（第二面）

【５．主要用途】

ロ．物件名

イ．番号



【１．住宅部分の概要】

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(1)新設 (2)その他

(1)民間資金住宅

戸 戸 戸 戸

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(3)給与住宅 (4)分譲住宅

チ．住宅の戸数

リ．工事部分の
　　床面積の合計

ヘ．住宅の建て方

(2)併用住宅 (3)その他の住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　

(1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅

(2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法

ロ．新設又は
　　　その他の別

イ．番号

ハ．新設住宅の資金

(3)給与住宅 (4)分譲住宅

チ．住宅の戸数

リ．工事部分の
　　床面積の合計

ヘ．住宅の建て方

(2)併用住宅 (3)その他の住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　

(1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅

(2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法

ロ．新設又は
　　　その他の別

イ．番号

ハ．新設住宅の資金

(3)給与住宅 (4)分譲住宅

チ．住宅の戸数

リ．工事部分の
　　床面積の合計

ヘ．住宅の建て方

(2)併用住宅 (3)その他の住宅

ト．利用関係 (1)持家　 (2)貸家　　

(1)一戸建住宅 (2)長屋建住宅 (3)共同住宅

ホ．住宅の種類 (1)専用住宅

(2)プレハブ工法 (3)枠組壁工法ニ．住宅の建築工法 (1)在来工法

ハ．新設住宅の資金
(2)公営住宅 (3)住宅金融支援機構住宅

(4)都市再生機構住宅 (5)その他

（第三面）

ロ．新設又は
　　　その他の別

イ．番号



受付者

総研記入 仮受日 担当者

ホームＥＶ

請求書
宛先

□ 建築主 □ 代理者 □ 設計者 □ 施工者 □ □

請求書
送付先

□ 建築主 □ 代理者 □ 設計者 □ 施工者 □ □

備考
（その他・
特記事

項）

確認申請受付票（計画変更を含む）

　　　　　株式会社　総研　

受付番号

建築主名

第SKA　　　　－　　　－　　　　　　　号 令和　    年　  　月　 　 日

（　確 認 申 請　）

代理者

物件名

会社名

担当者

物件内容

.  ㎡

備　　　　　考

事前許可等

その他

建築地

主要用途

構造

工事種別

構造計算書

／

確認済証の受領

手数料 入金確認

来　社

その他（下記備考欄に記入） 一括請求

その他（下記備考欄に記入） 一括請求

TEL

FAX

消防同意

4号特例

申請部分
延床面積

浄化槽

階数

延床面積 .  ㎡

天空率



建築主名

物件名称

主要用途 □ 　一戸建ての住宅 □ 　その他 （ )

地名地番

設計者名

令和

項　　　目
総研

チェック

□ ）号 （幅員 ｍ） ｍ）

□ ）号 （幅員 ｍ） ｍ）

□ （幅員 ｍ・指定番号 号・指定年月日　　　　　　　　　　　　　））

□ （幅員 ｍ・指定番号 号・指定年月日　　　　　　　　　　　　　））

※道路位置指定申請図の写し添付

□ ｍ）

□ □ □ 　２号許可　）　　※許可書・認定書の写し添付

 号 ・　 許認可年月日 ： )

□ □ □ 市街化調整区域 □

□ □ 区域外

□ 建築基準法第（　　　　　　　　　　　）条許可・認定）許可・認定

建築基準法関係規定 □

許可・認定等 □

□

□ □ □

□ □ □ 第2種住居 □ 準住居

□ 田園住居 □ 近隣商業 □ 商業 □ 準工業

□ 工業 □ 工業専用 □ 指定のない地域

防火指定 □ 防火 □ 準防火 □ 法22条 □

指定容積率 （ ％） （ ％）

指定建蔽率 （ ％） （ ％）

条　例　等 □ □ ）

景観条例 □ 無 □ ）

土地区画整理 □ 無 □ ）

地区計画 □ 無 □ ） ※届出書表紙の写し添付

建築協定 □ 無 □ ）

風致地区 □ 無 □ 有　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※許可表紙写し添付

　※  盛土規制法 □ □ 許可： ※適合証明書等を添付

中高層条例 □ 対象外 □ ｍ） ※標識設置届の写し添付

□ □ 　有

□ ｍ／ 最高高さ ｍ） □ 対象外

浄　化　槽 □ 無 □ 有 □ 既存 □ 農業集落排水

ガス □ 都市ガス □ LPG □ 無

既存ブロック塀等 □ 無 □ 有　　（ □ 点検表）
その他の事項

（行政との打合せ等）

特定行政庁名

部　　署　　名

担　当　者　名

株式会社　総研

 

現　地　調　査　票

　　以下の調査内容は事実に相違ありません　　　　　     　　　　　　　　（調査日　　平成　　　　年　　　　月　　　　　日）調査日： 　　年　　　　月　　　　日

調　査　項　目

道路種別

法42条1項 　（  ・　　  （幅員

法42条1項　 （  ・　　  （幅員

法42条1項4号

準都市計画区域内

法42条1項5号

法42条2項 （現況幅員 （狭あい道路事前協議

法43条2項　　（ １号認定　）　・　（

(許認可番号 ：

都市計画法第29条許可・検査済 ※許可書表紙・検査済証の写し添付

都市計画法第43条許可・検査済 ※許可書表紙の写し添付

都市計画区域
都市計画区域内       ( 市街化区域 非設定   )

※許可書・認定書の写し添付

第2種中高層住居専用 第1種住居

都市計画法第53条許可 ※許可書表紙の写し添付

　有 ・ 名称　　（

用途地域

第1種低層住居専用 第2種低層住居専用 第1種中高層住居専用

指定なし

日影規制
無

対象（最高軒高

有（提出年月日

対象（最高高さ

がけ地 　その他　　　（

有・名称　　　（　　　　　　　   　　　　　　　　　

有・名称　　　（　　　　　　　   　　　　　　　　　

特定盛土等規制区域宅造規制区域



令和 年 月 日

制限業種

3．不動産業（土地・建物売買業、不動産代理・仲介業、不動産賃貸業及び不動産管理業を含む。）

4．建築設備の製造、供給及び流通業

建 築 主 氏 名 :

関係企業等確認書

当該建築計画に係る制限業種に係る業種を行う企業等は次の通りです。

株式会社　総　　研

　　　　　　　代表取締役　小岩　圭一　様

 設　計　者　名

　

1．設計・工事監理業（工事請負契約事務、工事監督の指導・監督、手続きの代理等の業務及びコンサ
ルタント業務を含む。ただし、建築物に関する調査、鑑定業務は除く。）

2．建設業（しゅんせつ工事業、造園工事業、さく井工事業等建築物又はその敷地に係るものではない
業務を除く。）

申請地 地名地番:

※指定確認検査機関公正中立を図るため、機関の役員や確認検査員等（親族を含む）と密接な関係
にある方が関与する建築計画について確認検査を実施することができません。関係がない場合は、『な
し』とご記入下さい。

株式会社　総研　受付欄

該当 非該当

１．建築主、代理者、設計者、工事監理者、建築設備の設計及び工事監理に関し意見を聞いた者
（申請書に記載されている以外の協力業者等）※

2．工事施工者　（申請書に記載されている以外の協力業者等（下請等も含む）)※



　FAX　：　028-622-9913

株式会社　総研　確認検査部

総研記入受付番号 第ＳＫＡ 号 受付日 年 月 日

※受付は検査申請書の受理後となります

年 月 日 □ □ □ □

号 年 月 日

号 年 月 日

□ □ □

※検査時は、設計者又は監理者の立会をお願いいたします

　尚、検査日時等の変更は、検査予定日の2日前までにご連絡ください

請求先 □ □ □ □ □

請求書
送付先 □ □ □ □ □

※請求先及び請求書送付先が上記以外の場合、下記にご記入お願いいたします

総研記入

令和
受付

担当者

検査希望日

確認
済証番号

　　　　　　　　　 　　　　　　            　検査予約
（完了検査）

代理者

氏 名

TEL

FAX

会社名

住所

中間検査　　 完了検査 適合証明

手数料 入金確認

検査対象
面積

主要用途

特定工程

会社名

担当者

連絡先

物件内容

- 11 - 確認済証　交付日   令和

中間検査合格証　交付
日

  令和
中間検査

合格証番号

物件名

建築地

検査の種類

検査済証の受領

 建築主 代理者 設計者 施工者 その他（下記に記入）

TEL

FAX

 建築主 代理者 施工者設計者 その他（下記に記入）

請求先

氏名

TEL

FAX

会社名

住　　所

検査時間
検査員名
（予　定）

　　　　　　　：　　 　　 ～

請求先
送付先

氏名

TEL

FAX

検査予定日

会社名

住　　所

令和　　　年　　　月　　　　日

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 屋根工事完了時  小屋組及び耐力壁工事完了時 その他

携帯

／

申請者名

疵担保保険　

第ＳＫＡ

構造・階数 .  ㎡

第ＳＫＡ

令和



第二十六号様式（第四条の八、第四条の十一の二関係）

　建築基準法第７条の３第１項又は第７条の４第１項（これらの規定を同法第８７条の４又は第８８条

第１項において準用する場合を含む。）の規定により検査を申請します。　この申請書及び添付図書に

記載の事項は、事実に相違ありません。

年 月 日

第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。

[検査を申請する建築物等]

□ 建築物 □ 建築設備（昇降機） □ 建築設備（昇降機以外）

□ 工作物（昇降機） □ 工作物（法第８８条第１項）

※手数料欄

令和     年　　　月　　　日

第SKA　　　　　　　　　　号

  係員氏名

※受付欄 ※検査の特例欄 ※検査欄 ※決裁欄 ※中間検査合格証

令和    年　　　月　　　日

第SKA　　　　　　　 　　号

 係員氏名

中 間 検 査 申 請 書

（第一面）

株式会社　総　　研
　　　代表取締役　小岩　圭一　　　様

令和

申請者　　氏　名

工事監理者　 氏　名



　　（第二面）

建築主、設置者又は築造主等の概要

【1．建築主、設置者又は築造主】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【2．代理者】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

【3．設計者】

（代表となる設計者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

（その他の設計者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

 

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

 

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士



　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

【4．工事監理者】

（代表となる工事監理者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

（その他の工事監理者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士



【5.建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者】

（代表となる建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者）

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

（その他の建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者）

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

【6.工事施工者】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．営業所名】 ） 第 号

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

【7.備考】

建設業の許可(



（第三面）

申請する工事の概要

【1.建築場所、設置場所又は築造場所】

　【ｲ．地名地番】

　【ﾛ．住居表示】

【2.工事種別】

　【ｲ．建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】 第 号

　【ﾛ．工事種別】 □ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転

□ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替 □ 建築設備の設置

　【ﾊ．建築基準法第68条の20第2項の検査の特例に係る認証番号】

【3.確認済証番号】 号

【4.確認済証交付年月日】 年 月 日

【5.確認済証交付者】

【6.工事着手年月日】 年 月 日

【7.工事完了予定年月日】 令和 年 月 日

【8.特定工程】

　【ｲ. 特定工程】

　【ﾛ．特定工程工事終了(予定）年月日】令和 年 月 日

　【ﾊ. 検査対象床面積】 ㎡

【9.今回申請以前の中間検査】 （ 第 回 ） （ 第 回 ）

　【ｲ. 特定工程】 （ ） （ ）

　【ﾛ．中間検査合格証交付者】 （ ） （ ）

　【ﾊ. 中間検査合格証番号】 （ ） （ ）

　【ﾆ. 交付年月日】 年 月 日 ） 年 月 日 ）

【10.今回申請以後の中間検査】 （ 第 回 ） （ 第 回 ）

　【ｲ. 特定工程】 （ ） （ ）

　【ﾛ．特定工程工事終了予定年月日】 年 月 日 ） 年 月 日 ）

【11.確認以降の軽微な変更の概要】

　【ｲ. 変更された設計図書の種類】

　【ﾛ．変更の概要】

【12.備考】

（令和 （令和

（令和 （令和

0

令和

第　SKA

令和



（第四面）

工事監理の状況

備　　　考

主要構造部及び主要構
造部以外の構造耐力上
主要な部分に用いる材
料（接合材料を含
む。）の種類、品質、
形状及び寸法

主要構造部及び主要構
造部以外の構造耐力上
主要な部分に用いる材
料の接合状況、接合部
分の形状等

建築物の各部分の位
置、形状及び大きさ

構造耐力上主要な部分
の防錆、防腐及び防蟻
措置及び状況

特定天井に用いる材料
の種類並びに当該特定
天井の構造及び施工状
況

居室の内装の仕上げに
用いる建築材料の種別
及び当該建築材料を用
いる部分の面積

天井及び壁の室内に面
する部分に係る仕上げ
の材料の種別及び厚さ

開口部に設ける建具の
種類及び大きさ

建築設備に用いる材料
の種類及びその照合し
た内容並びに当該建築
設備の構造及び施工状
況(区画貫通部の処理
状況を含む。)

敷地の形状、高さ、
衛生及び安全

照合方法

照合結果
（不適の場合
には建築主に
対して行った
報告の内容）

確認を行った部位、
材料の種類等

照合内容
照合を行った

設計図書

設計図書の内
容について設
計者に確認し

た事項



第十九号様式（第四条、第四条の四の二関係）

　建築基準法第7条第1項又は第7条の2第1項（これらの規定を同法第87条の4又は第88条第1項若しくは

第2項において準用する場合を含む。）の規定により、検査を申請します。この申請書及び添付図書に

記載の事項は、事実に相違ありません。

年 月 日

申請者　　氏　名

第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。

[検査を申請する建築物等]

□ 建築物 □ 建築設備（昇降機） □ 建築設備（昇降機以外）

□ 工作物（昇降機） □ 工作物（法第８８条第１項） □ 工作物（法第８８条第２項）

※手数料欄

年 月 日

 係員氏名  係員氏名

工事監理者　 氏　名

※受付欄 ※検査の特例欄 ※検査欄 ※決裁欄 ※完了検査済証

完 了 検 査 申 請 書

（第一面）

株式会社　総　　研
　　　代表取締役　小岩　圭一　　　様

令和

令和 令和　　　年　　　月　　　日

第SKA　　　　　　　　 　号 第SKA　　 　　　　　　  　号



　　（第二面）

建築主、設置者又は築造主等の概要

【1．建築主、設置者又は築造主】

　【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．住所】

　【ﾎ．電話番号】

【2．代理者】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

【3．設計者】

（代表となる設計者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

（その他の設計者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

 

)建築士

 

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士



　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．作成した設計図書】

【4．工事監理者】

（代表となる工事監理者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

（その他の工事監理者）

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

　【ｲ．資格】 ( （ ）登録第 号

　【ﾛ．氏名】

　【ﾊ．建築士事務所名】 ( （ 号

　【ﾆ．郵便番号】

　【ﾎ．所在地】

　【ﾍ．電話番号】

　【ﾄ．工事と照合した設計図書】

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士

)建築士事務所 ）知事登録第

)建築士



（代表となる建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者）

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

（その他の建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者）

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．勤務先】

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

　【ﾍ．登録番号】

　【ﾄ．意見を聴いた設計図書】

　【ｲ．氏名】

　【ﾛ．営業所名】 ） 第 号

　【ﾊ．郵便番号】

　【ﾆ．所在地】

　【ﾎ．電話番号】

【7.備考】

建設業の許可(

【6.工事施工者】

【5.建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者】



（第三面）

申請する工事の概要

　【ｲ．地名地番】

　【ﾛ．住居表示】

　【ｲ．建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】 第 号

　【ﾛ．工事種別】 □ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転

□ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替 □ 建築設備の設置

　【ﾊ．建築基準法第68条の20第2項の検査の特例に係る認証番号】

号

年 月 日

年 月 日

年 月 日

㎡

（ 第 回 ） （ 第 回 ）

　【ｲ. 特定工程】 （ ） （ ）

　【ﾛ．中間検査合格証交付者】 （ ） （ ）

　【ﾊ. 中間検査合格証番号】 （ 号 ） （ 号 ）

　【ﾆ. 交付年月日】 年 月 日 ） 年 月 日 ）

　【ｲ. 変更された設計図書の種類】

　【ﾛ．変更の概要】

【10.確認以降の軽微な変更の概要】

【11.備考】

（令和 （令和

第SKA 第SKA

【8.検査対象床面積】 0

【9.検査経過】

【5.確認済証交付者】

【6.工事着手年月日】 令和

【7.工事完了（予定）年月日】 令和

【3.確認済証番号】 第　SKA

【4.確認済証交付年月日】 令和

【1.建築場所、設置場所又は築造場所】

【2.工事種別】



（第四面）

工事監理の状況

敷地の形状、高さ、
衛生及び安全

照合結果
（不適の場合
には建築主に
対して行った
報告の内容）

照合方法

設計図書の内
容について設
計者に確認し

た事項

照合を行った
設計図書

主要構造部及び主要構
造部以外の構造耐力上
主要な部分に用いる材
料（接合材料を含
む。）の種類、品質、
形状及び寸法

照合内容
確認を行った部位、

材料の種類等

主要構造部及び主要構
造部以外の構造耐力上
主要な部分に用いる材
料の接合状況、接合部
分の形状等

建築物の各部分の位
置、形状及び大きさ

構造耐力上主要な部分
の防錆、防腐及び防蟻
措置及び状況

建築設備に用いる材料
の種類及びその照合し
た内容並びに当該建築
設備の構造及び施工状
況(区画貫通部の処理
状況を含む。)

備　　　考

特定天井に用いる材料
の種類並びに当該特定
天井の構造及び施工状
況

居室の内装の仕上げに
用いる建築材料の種別
及び当該建築材料を用
いる部分の面積

天井及び壁の室内に面
する部分に係る仕上げ
の材料の種別及び厚さ

開口部に設ける建具の
種類及び大きさ


